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全会計の決算概要と推移

１,２３１,５７７
１,２５５,０３３

１,３８０,５７０

１,４３０,５５１

１,２００,０９１
１,２２５,４７０

令和５年度令和元年度平成３０年度平成２９年度平成２８年度 令和 ４ 年度

１，６４３，１２７
１，６０４，５６８

（万円） 令和 ２年度

歳入 歳出

１,６００,０００

１,５００,０００

１,７００,０００

１,４００,０００

１,３００,０００

１,２００,０００

１,０００,０００

１,１００,０００

令和 ３ 年度

１,２６４,４１６

１,３１２,１６４

１,２１１,６３０

１,２３８,１５８

１,３７９,４０２

１,４１９,５１９

１，３７４，６５３

１,４１４,９７２

　令和５年度の一般会計・特別会計（国民健康保険特別会計、北海道介護福

事業特別会計、工業団地造成事業特別会計）・企業会計（水道事業会計、下水道

　企業会計を除いた会計の令和５年度決算総額は、歳入で１６４億３, １２７

２２億９, ９１５万円の増）となりました。

２



１,２３１,５７７
１,２５５,０３３

１,３８０,５７０

１,４３０,５５１

１,２００,０９１
１,２２５,４７０

令和５年度令和元年度平成３０年度平成２９年度平成２８年度 令和 ４ 年度

１，６４３，１２７
１，６０４，５６８

（万円） 令和 ２年度

歳入 歳出

１,６００,０００

１,５００,０００

１,７００,０００

１,４００,０００

１,３００,０００

１,２００,０００

１,０００,０００

１,１００,０００

令和 ３ 年度

１,２６４,４１６

１,３１２,１６４

１,２１１,６３０

１,２３８,１５８

１,３７９,４０２

１,４１９,５１９

１，３７４，６５３

１,４１４,９７２

祉学校特別会計、介護保険特別会計、後期高齢者医療特別会計、住宅団地造成

事業会計）の決算が、９月議会定例会議で認定されました。

万円（前年比２２億８, １５５万円の増）。歳出で１６０億４, ５６８万円（前年比

３

※企業会計（水道事業・下水道事業）を除いた　
　全会計の合計値です。



一般会計の決算概要

歳入総額は１２９億４，３５２万円。
前年比２０億６，９６６万円の増。

　一般会計とは行政運営の基本となる会計で、福祉や教育、消防などまちづくりに広く関わる事業にお
ける会計です。歳入（収入）総額は１２９億４，３５１万５，８００円。歳出（支出）総額は１２６
億４，８２１万６，６１４円となり、差額の２億９，５２９万９，１８６円を次年度に繰り越しました。
　なお、繰越額の中には、次年度に実施する事業財源３，５００万円が含まれているため、実質収支
は２億６，０２９万９，１８６円になりました。

町税
１２９,７６０(１０.０)

繰越金
３２,６３４(２.５)

２６５，２５６(２０.５)
１,０２９,０９６(７９.５)

諸収入
２０,６４８(１.６)

その他
８２,２１４(６.４)

地方交付税
３８９,７２２(３０．１)

町債
３４６,１１２(２６.７)

道支出金
１０１,３２５(７.８)

国庫支出金
１４４,９４７(１１.２)

地方消費税交付金
３０,１１１(２.３)

その他交付金
１６,８７９(１.４)

※単位は万円。
(　)内は構成割合で単位は％。円単位の決算額
より算出のため端数が合わない場合があります。

歳入合計
１,２９４,３５２

自主財源
依存財源

・寄附金 ２８,７０２(２.２)
・使用料及び手数料 ２３,１５０(１.８)
・繰入金１９,７１４(１.５)
・分担金及び負担金 ７,６０２(０.６)
・財産収入 ３,０４６(０.３)

・町民税 ５５,９６１(４.３)
・固定資産税 ５４,５３６(４.２)
・町たばこ税 １０,４７４(０.８)
・都市計画税 ５,０１７(０.４)
・軽自動車税 ３,６２０(０.３)
・入湯税 １５２(０.０)

・地方譲与税 １１,０３２(０.９)
・法人事業税交付金 ２,２１５(０.２)
・環境性能割交付金 ９９９(０.１)
・ゴルフ場利用税交付金 ８４８(０.１)
・地方特例交付金 ８２０(０.１)
・株式等譲渡所得割交付金 ４３０(０.０)
・配当割交付金 ３７２(０.０)
・交通安全対策特別交付金 １２３(０.０)
・利子割交付金 ４０(０.０)

４



歳出総額は１２６億４，８２２万円。
前年比２１億７１万円の増。

　歳入は、町債や道支出金の増により、前年度比で約２０億６９６６万円の増となりました。
歳入全体の構成は町税や使用料など、町が独自に確保している自主財源の割合が２０. ５％、
地方交付税や国・道からの交付金などの依存財源の割合が７９. ５％となりました。
　歳出は、前年度比で約２１億７１万円の増となりました。増減が大きい費目としては、衛生費が
約２０億９，０４０万円の増、総務費が約２億３，３４３万円の減となりました。　
　歳出全体の構成は、衛生費が最も多く、次に総務費、民生費と続いています。

教育費
９３,８９０
(７.４)

農林水産業費
７３,４２７
(５.８)

消防費
３６,４９３
(２.９)

その他
３６,８０３(２.９)

歳出合計
１,２６４,８２２

[性質別]

歳出合計
１,２６４,８２２

[目的別]

※単位は万円。
(　)内は構成割合で単位は％。円単位の決算額
より算出のため端数が合わない場合があります。

・普通建設事業
　３２９,２１４(２６.０)

・災害復旧事業
　２,３１７(０.２)

投資及び出資金、貸付金
１２,３４１(１.０)

維持補修費
２９,４０８(２.３)

投資的経費
３３１,５３１
(２６.２)

繰出金
７０,９８７(５.６）

補助費等
２５３,９３３
(２０.１)

積立金
４６,５６９(３.７)

物件費
１５４,４７８
(１２.２)

扶助費
１２３,６５７
(９.８)

公債費
１１０,５００
(８.７)

人件費
１３１,４１８
(１０.４)

公債費
１１０,５００
 (８.７)

土木費
１３７,３２０
(１０.９)

衛生費
３０５,０３２
(２４.１)

総務費
２６２,６４８
(２０.８)

・商工費 ２５,５６５(２.０)
・議会費 ６,０１６(０.５)
・諸支出金２,２１５(０.２)
・災害復旧費  ２,２１４(０.２)
・労働費 ７９３(０.０)

民生費
２０８,７０９
(１６.５)

５



国民健康保険特別会計の決算概要

歳入１３億７, ７８７万円。歳出１３億６, ７１２万円。
１, ０７５万円を翌年度に繰り越しました。

　国民健康保険特別会計とは、国民健康保険事業の円滑な運営とその経理の適正を図るため、
一般会計と区分された会計です。
　令和５年度末の国民健康保険に加入している世帯数は１, ４９６世帯、被保険者数は２, ４２６人で、
町民の健康保持と増進のため保険給付を行い、医療保障の充実に努めました。

※単位は万円。
(　)内は構成割合で単位は％。円単位の決算額
より算出のため端数が合わない場合があります。

歳入合計
１３７,７８７

歳出合計
１３６,７１２

その他 １,４４２(１.０)

保健事業費
３,０７３(２.３)

国民健康保険事業費納付金
３９,６３３(２９.０)

保険給付費
９２,５６４(６７.７)

その他 ６８９(０.５)

繰入金
１２,１２５(８.８)

・繰越金 ６３３(０.５)
・諸収入 ３３(０.０)
・国庫支出金 ９(０.０)
・財産収入 ８(０.０)
・使用料及び手数料 ６(０.０)

道支出金
９６,４９９(７０.０)

国民健康保険税
２８,４７４(２０.７)

・総務費 １,２８８(０.９)
・諸支出金 １４６(０.１)
・基金積立金 ８(０.０)

６



北海道介護福祉学校特別会計の決算概要

歳入１億８９９万円。歳出１億８７９万円。
２０万円を翌年度に繰り越しました。

　北海道介護福祉学校特別会計とは、町立北海道介護福祉学校の運営のため、一般会計と区分された
会計です。
　社会情勢などにより入学者数は定員数に満たないものの、介護福祉士人材の求人数は堅調で、開校
以来３５年連続就職率１００％を達成しました。

※単位は万円。
(　)内は構成割合で単位は％。円単位の決算額
より算出のため端数が合わない場合があります。

歳入合計
１０,８９９

歳出合計
１０,８７９

公債費 １４９(１.４)

教育費
１０,７３０(９８.６)

その他 １,６０６(１４.７)

使用料及び手数料
１,２２０(１１.２)

繰入金
８,０７３(７４.１)

・道支出金 ６２４(５.７)
・分担金及び負担金 ６１５(５.６)
・町債 ３３０(３.０)
・繰越金 ２０(０.２) 
・諸収入 １７(０.２)

７



介護保険特別会計の決算概要

歳入１３億８, ２９３万円。歳出１３億１, ０５５万円。
７, ２３８万円を翌年度に繰り越しました。

　介護保険特別会計とは、介護保険事業の円滑な運営とその経理の適正を図るため、一般会計と区分
された会計です。
　適正な要介護認定を行うとともに、要介護・要支援者が能力に応じ、自立した日常生活を営むこと
ができるよう保険給付を行い、福祉の増進に努めました。
　また、将来に要介護・要支援状態になるおそれのある高齢者を対象に、介護予防を推進しました。

※単位は万円。
(　)内は構成割合で単位は％。円単位の決算額
より算出のため端数が合わない場合があります。

歳入合計
１３８，２９３

歳出合計
１３１，０５５

諸支出金
２,８４７(２.２)

総務費
１,８２１(１.４) 

基金積立金
３,０４８(２.３)

地域支援事業費
９,０５７(６.９)

保険給付費
１１４,２８２(８７.２)

その他 ６,７９９(４.９)

繰入金
１９,１３４(１３.９)

道支出金
２０,３４０(１４.７)

保険料
２４,２２３(１７.５)

国庫支出金
３４,５８１(２５.０) 

支払基金交付金
３３,２１６(２４.０)

・繰越金 ５,９６３(４.３)
・分担金及び負担金 ４１３(０.３)
・使用料及び手数料 ４１０(０.３)
・財産収入 ９(０.０)
・諸収入 ４(０.０)

８



後期高齢者医療特別会計の決算概要

歳入２億４, ９４６万円。歳出２億４, ９４２万円。
４万円を翌年度に繰り越しました。

　後期高齢者医療特別会計とは、後期高齢者医療事業の円滑な運営とその経理の適正を図るため、
一般会計と区分された会計です。
　北海道後期高齢者医療広域連合が主体となって運営していますが、本町では高齢者の健康保持と
増進のため、被保険者の資格管理の窓口事務や保険料の徴収などを行い、医療費の適正化に努め、
健全な医療給付を進めました。

※単位は万円。
(　)内は構成割合で単位は％。円単位の決算額
より算出のため端数が合わない場合があります。

歳入合計
２４,９４６

歳出合計
２４,９４２

諸支出金
１０(０.０)

後期高齢者医療広域連合納付金
２３,３６１(９３.７)

その他 １,１７５(４.７)

繰入金
７,７３２(３１.０)

保険料 
１６,０３９(６４.３)

・諸収入 １,０８８(４.４)
・繰越金 ８６(０.３)
・使用料及び手数料 １(０.０)

総務費
１,５７１(６.３)

９



住宅団地造成事業特別会計の決算概要

歳入７, ７０９万円。歳出７, ０１７万円。
６９２万円を翌年度に繰り越しました。

　住宅団地造成事業特別会計とは、住宅団地造成事業を実施するため、一般会計と区分された会計　
です。
　平成２７年１０月より分譲を開始した朝日４丁目住宅団地第４期（全１９区画）は、令和５年度末
までに１８区画を販売しました。
　また、中里住宅団地第１期分譲地の造成工事が完了しました。

※単位は万円。
(　)内は構成割合で単位は％。円単位の決算額
より算出のため端数が合わない場合があります。

歳入合計
７,７０９

歳出合計
７,０１７

公債費 
９０１(１２.８)

住宅団地造成事業費
６,１１６(８７.２)

繰越金
９７４ (１２.６)

町債
５,８００ (７５.２)

財産収入
９３５ (１２.１)

１０



工業団地造成事業特別会計の決算概要

歳入２億９, １４２万円。歳出２億９, １４１万円。
１万円を翌年度に繰り越しました。

　工業団地造成事業特別会計とは、工業団地造成事業を実施するため、一般会計と区分された
会計です。
　平成３０年度より分譲を開始した第４期工業団地（全７区画）は、令和５年度末までに３区画を　　
賃貸借、２区画を販売しました。
　また、第５期工業団地の造成工事が完了しました。

※単位は万円。
(　)内は構成割合で単位は％。円単位の決算額
より算出のため端数が合わない場合があります。

歳入合計
２９,１４２

歳出合計
２９,１４１

工業団地造成事業費
２６,６２６(９１.４)

繰入金
２,４５７ (８.４)

公債費
２,５１５(８.６)

その他
１６５ (０.６)

町債 
２６,５２０ (９１.０)

・財産収入１５６(０.６)
・繰越金 ９(０.０)

１１



水道事業会計の決算概要

収入７億７, ９００万円。支出６億５, ３３１万円。
会計処理上の不足額は損益勘定留保資金などで補てん。

　水道事業会計とは、水道事業を運営するため企業会計によって区分された会計です。
　水をつくりご家庭などに届けるための経費（収益的収支）では差引２億７, ２５９万円となりました。
浄水場の設備更新や配水管の整備などに使用するための経費（資本的収支）では１億４，６９０万円
の不足となりました。
　不足額については、減価償却費など収益的支出のうち現金の支出を必要としない費用によって
生じた資金（損益勘定留保資金など）で補てんしました。

収入合計
７７,９００

支出合計
６５，３３１

３１,２２２(４７.８) ３４,１０９(５２.２)

収益的支出

収益的収入

資本的支出

資本的収入

営業費用
３３,０３９
(５０.６)

１６,５３２(２１.２)

６１,３６８(７８.８)

出資金３３２(０.４)

特別利益
２４,４０６
(３１.３)

営業収益
３４,１７３
(４３.９)

営業外費用
１,０７０(１.６)

※単位は万円。
(　)内は構成割合で単位は％。円単位の決算額
より算出のため端数が合わない場合があります。

企業債償還金
９,２１７(１４.１)

企業債
１６,２００
(２０.８)

建設改良費
２２,００５(３３.７)

営業外収益
２,７８９
(３.６)

１２



下水道事業会計の決算概要

収入９億９, ９４９万円。支出１１億９, ２３８万円。
会計処理上の不足額は損益勘定留保資金などで補てん。

　下水道事業会計とは、下水道事業を運営するため企業会計によって区分された会計です。下水道管
や下水道管理センターの維持管理に必要な経費（収益的収支）では差引８, ４３６万円となりました。
下水道管や下水道管理センターの設備更新や取り替えなどに使用するための経費（資本的収支）では
２億７, ７２５万円の不足となりました。
　不足額については、減価償却費など収益的支出のうち現金の支出を必要としない費用によって
生じた資金（損益勘定留保資金など）で補てんしました。

支出合計
１１９,２３８

６１,２２４(５１.４) ５８,０１４(４８.６)

収益的支出

収益的収入

資本的支出

資本的収入

営業費用
５２,６３７
(４４.１)

３３,４９９(３３.５)

６６,４５０(６６.５)

企業債
１８,１６０
(１８.２)

営業収益 
４５,７８４
(４５.８)

※単位は万円。
(　)内は構成割合で単位は％。円単位の決算額
より算出のため端数が合わない場合があります。

国庫補助金
１３,０３０
(１３.０)

企業債償還金
３０,６３５(２５.７)

建設改良費
３０,５８９
 (２５.７)

負担金等
３４１(０.３)

特別損失
４,１２３(３.５)

収入合計
９９,９４９

営業外収益
１８,４７７ (１８.５)

出資金
１,９６８(２.０)

特別利益
２,１８９ 
(２.２)

営業外費用
１,２５４(１.０)

１３



１４



写真でみる

栗山町第７次総合計画
の主要施策より

主な実施事業

※栗山町第７次総合計画に掲載されている計画事業番号、事業名、決算額及び、事業に関連した写真を掲載しています。

１５



決算額１，２９８千円

決算額１，４５１千円

決算額５４，８９０千円

決算額５２６，３００千円

決算額２，７８４千円

決算額４，４６８千円

ごみの正しい知識の普及啓発と協力
体制づくりを推進します。

再生可能エネルギーによる温室効果
ガスの排出抑制など地球温暖化対策
を推進します。

消防車両などを計画的に更新します。

防災知識啓発、地域防災活動を推進
します。

（ごみ処理施設見学会の実施）

（太陽光発電システム設置に対する助成）

（更新した救急車）

（令和６年４月から稼働中の広域焼却施設）

( 防災訓練の実施 )

（交通安全教室の実施）

計画
事業

2

計画
事業

5

計画
事業

8

計画
事業

３

計画 
事業

6

計画
事業
13

１６

広域組合の共同処理（焼却・埋立）
により、安定したごみ処理体制を構
築します。

交通安全運動及び交通安全施設整備
を推進します。



決算額１７，０８２千円

決算額８６６千円

決算額５，５５５千円

決算額３１千円

決算額８，４８５千円

決算額１，５４０千円

青少年育成会活動を支援します。

生涯スポーツを推進します。

ハサンベツ里山づくりの町民活動を
支援します。

姉妹都市（宮城県角田市）、被災地な
どとの青少年交流事業を実施します。

（ＰＣ等を活用したＩＣＴ教育の実施）

（初級・上級リーダー研修の実施）

（くりやまハーフマラソンの様子）

（「ふるさと給食」を食べている子どもたちの様子）

（ハサンベツ里山の日の様子）

（姉妹都市子ども交歓のつどいの実施）

計画
事業
18

計画
事業
44

計画
事業
54

計画
事業
51

計画 
事業
34

計画 
事業
60

１７

学校教育におけるＩＣＴの利活用を
推進します。

食育事業等を通じて子どもたちに食
に対しての正しい知識や理解を深め
ます。



決算額８，３０９千円

高齢者の介護予防事業を推進します。

（生きがいづくり教室の実施）

決算額３５，７３８千円

決算額８，１９２千円

決算額１５，３０２千円

決算額２，０５０，０００千円

決算額２，７２１千円

生活習慣病や疾病の早期発見・早期
治療に向けた健（検）診の実施と疾
病の重症化予防に取り組みます。

スマート農業を推進します。ケアラー支援の充実を図ります。

（ドローンや自動操舵農機導入への支援）

（子育て支援センター「スキップ」の運営）

（ケアラー支援学習会の実施）

計画 
事業
69

計画 
事業
61

計画 
事業
93

計画 
事業
67

計画 
事業
81

計画 
事業
76

１８

（集団検診の実施） （栗山赤十字病院改築工事への助成）

子育て家庭の支援や、子育てしやす
い環境の充実を図ります。

栗山赤十字病院改築事業を推進しま
す。



決算額２８，８１０千円 決算額１０，４６５千円

決算額４８，４３６千円 決算額４，３７１千円

決算額９０，１２８千円

造林事業などにより適正な森林管理
を推進します。

賑わいにあふれ魅力ある商店街づくり
を推進します。

地域資源を磨き上げ観光・交流によ
る地域経済活性化を推進します。

「くりエイトするまち栗山町」の地域
ブランドイメージを活かし、関係人
口となる「ひと」を呼び込みます。

町営バスの運行により、交通弱者の
移動手段を確保します。

（新たに植林された木々） （商店街イベントへの助成）

（栗山秋まつりの様子） （くりやまクリエイターズマーケットの運営）

（コミュニティバスの運行）

計画
事業
105

計画
事業
107

計画 
事業
116

計画 
事業
98

計画 
事業
100

決算額７４千円

雇用の確保と労働環境の向上を図り
ます。

（通年雇用支援セミナーの実施）

計画
事業
108

１９



決算額３３９，２３５千円 決算額５，２２５千円

決算額２７１，７４３千円決算額２１１千円

公営住宅の整備・改修を実施します。

ふるさと納税制度の効果的な運用を
図ります。

景観資源の保全・活用を図ります。

( 新築した継立西団地） （河川の土砂等の撤去）

（町外ＰＲ活動の様子）（くりやま景観フォトコンの実施）

計画 
事業
130

計画 
事業
119

決算額６５千円決算額１４，９６３千円
（まちづくり懇談会の様子） （広報くりやまの発行）

計画 
事業
147

計画 
事業
136

計画 
事業
145

２０

計画 
事業
125

広報くりやまの発行など、行政情報
を広く発信します。

河川環境の改善・水害防止に努めま
す。

町長のまちづくり懇談会を行い町政
の町民参画を推進します。



グラフでみる

まちの財政状況

２１



基金残高の推移（一般会計）

基金の年度末残額は２３億７, ９２３万円。
前年比２億６, ９４３万円の増になりました。

　安定した財政運営を進めるための貴重な財源として、決算に伴う余剰金の一部や、寄附金などを
原資として積み立てた基金の年度末残高は、一般会計分で２３億７, ９２３万円になり、前年度比で
２億６, ９４３万円の増となりました。
　なお、令和５年度における取り崩し額は１億９, ７７３万円で、積み立て額は４億６, ６４３万円で
す。

１５

　９

　６

　３

　　　　　　０

２１

１８

１２

（億円） 　令和 ４ 年度　平成２８年度　平成２９年度　平成３０年度 　令和 元 年度 　令和 ５ 年度

財政調整基金 減債基金 特定目的基金

２３.８

５.０

１５.７８.８

　令和 ２ 年度

３.１

積立額
４.７

取崩額
２.０

　令和 ３ 年度

５.６

１０.３

３.１

６.９

９.９

３.３

６.４

０.２

９.４

３.１

６.０

１２.２

６.４

５.４

０.４

※億万円単位の決算額より算出のため端数が
　合わない場合があります。

１０.１

４.４

５.４

１７.５

９.５

６.２

１.８

２４

０.２ １３.５

２.２

５.４

２１.１

０.３
０.３

２２



町債残高の推移（全会計）

町債の年度末残高は１７８億３, ８４０万円。
前年比２６億２, ９８８万円の増になりました。

　町債（町の借り入れ金）には、毎年の財源負担を平均化する役割と、現在と将来の町民負担を公平
にする役割があり、町では財政状況を悪化させないよう、町総合計画や行財政改革推進計画等に
基づき、計画的な借り入れを行っています。
　町債の年度末残高は全会計分で１７８億３, ８４０万円となりました。栗山赤十字病院改築等事業
に係る町債の借入等により、前年比で２６億２, ９８８万円の増となりました。

２００

１６０

１２０

８０

４０

０
　平成２８年度 　平成２９年度 　平成３０年度 　令和元年度 　令和 ２ 年度 　 令和 ５ 年度

一般会計 特別会計 企業会計

１３３

４

４１

１７８

　令和 ４ 年度（億円） 　令和 ３ 年度

１５１

４４

２

１０５
１０８

５７

１６８

３

１６３

５３

３

１０７

１５７

５０

２

１０５

１５２

４７

２

１０３
１０９

６０

１７２

３

１５２

４１

２

１０９

２３



財政健全化法に基づく指標からみた財政の健全化状況

まちの財政は「健全基準」にありますが、
依然として厳しい財政状況が続いています。

　財政の健全さを計る指標を導入し再建の枠組みを定めた「財政健全化法」に基づき、町の財政状況
を分析しています。
　実質公債費比率の状況は全道平均を下回っておりますが、引き続き将来世代に大きな負担を残すこ
とのない財政運営に努めていく必要があります。

指　　標 指標の説明
全道市町村

の平均
(Ｒ４決算 )

比　 率
(Ｒ５決算 )

基準値
早期健全化
基　　　準

財政再生
基　　準

一般会計を対象とした実質
赤字の標準財政規模に対す
る比率

全会計を対象とした実質赤
字の標準財政規模に対する
比率

一般会計が負担する元利償
還金などの標準財政規模に
対する比率

一般会計が将来負担すべき
実質的な負債の標準財政規
模に対する比率

資金不足額（赤字額）の事
業規模に対する比率

実質赤字比率 １４.９５％

１９.９５％

２０％

２５％

３５０％

７.０％

１８.８％

該当無

基準値
以上の
団体無

基準値
以上の
団体無

該当無

該当無

６.４％

３２.５％

２０％

３０％

３５％

連結実質赤字比率

将来負担比率

資金不足比率

実質公債費比率

( 水道・下水道事業、住宅
団地・工業団地造成事業）

健
全
化
判
断
比
率

２４



　南空知９市町の令和４年度普通会計決算概要

岩見沢市

由仁町

夕張市

三笠市

美唄市

長沼町

栗山町

南幌町

月形町

出典：北海道庁ホームページ「北海道内の市町村の財政状況」より

人口 (R5.1.1) ：

実質公債費比率：

将来負担比率　：

10,158 人

10.6 %

（全道 45 位）

29.7 %

（全道 51 位）

人口 (R5.1.1)：

実質公債費比率：

将来負担比率　：

11,107 人

8.3 %

（全道 100 位）

25.6 %

（全道 61 位）

人口 (R5.1.1) ：

実質公債費比率：

将来負担比率　：

6,729 人

67.4 %

（全道 1位）

220.7 %

（全道 1位） 

人口 (R5.1.1) ：

実質公債費比率：

将来負担比率　：

4,783 人

13.9 %

（全道 8位）

74.1 %

（全道 16 位）

人口 (R5.1.1) ：

実質公債費比率：

将来負担比率　：

7,546 人

10.5 %

（全道 49 位）

107.9 %

（全道 4位）

人口 (R5.1.1) ：

実質公債費比率：

将来負担比率　：

 

76,753 人

10.2 %

（全道 56 位）

76.4 %

（全道 15 位）

 

人口 (R5.1.1)：

実質公債費比率：

将来負担比率　：

7,722 人

9.6 %

（全道 66 位）

24.5 %

（全道 64 位）

人口 (R5.1.1) ：

実質公債費比率：

将来負担比率　：

19,500 人

11.6 %

（全道 26 位）

76.5 %

（全道 14 位）

人口 (R5.1.1)：

実質公債費比率：

将来負担比率　：

2,864 人

4.0 %

（全道 172 位）

-

（全道順位無）

２５

参考



発　行 / 栗山町
発行日 / 令和６年１０月
編　集 / 経営企画課行政経営グループ
　　　 　〒０６９－１５１２　北海道夕張郡栗山町松風３丁目２５２番地
　　 　　ＴＥＬ：０１２３－７３－７５０３（直通）　 ＦＡＸ：０１２３－７２－３１７９（代表）
　　 　　ＷＥＢ：http://www.town.kuriyama.hokkaido.jp/　※ホームページにも本冊子の内容を掲載しています。

本冊子は、令和５年度の決算概要をご理解いただくため、要点を絞り作成しました。
詳しい内容については、資料編「令和５年度主要な施策の成果表」をご覧ください。
なお、お寄せいただいたご意見、ご感想などを次年度の冊子作成の際の参考とさせていただきます。
町の財政情報を的確に、そして、分かりやすくお知らせしていくためのご意見などをお待ちしております。


